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	 ある論文を書き始めてから、頭書のエッセイを書きたくなった。それは、何とはなく、こ

れから以下に書こうとしている幾つかのことが頭に浮かんだからである。 
	 まず、5 年前の文献調査で知った「エンジニアリング・経済性評価報告書」(Report on 
Engineering and Economic Evaluations of Projects) (Dybal(1950)1)の構成を表 1に示す。
これは、まさに実験室データにもとづくプロセス開発プロジェクトの「実現性調査報告書」

(Feasibility Study Report)である。これは、Project Engineering of Process Plants (Rase  
	 	 	 	 表 1 技術・経済性評価報告書の構成	 	 	 	 	  & Barrow (1957)2)の発刊前に、

「プロジエクト」という言葉は

認知されていたが、「フィージビ

リティ」という言葉は認知され

ていなかったことを示している。 
そして、この表 1には、「⑨販

売価格推算と投資利益」という

企業財務の領域に係る事項が挙

げられている。まさに、頭書でい

う「交差点」であると思った。 
	 次に、世界石油会議の発表さ 

表 2 プロジェクト評価基準               	 れた「石炭液化アセスメント 
(Parente (1984)3)のプロジェ
クト評価基準を表 2に示す。   	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	   
この表 2 は、表 1 と比べると、 
よりいっそう企業財務的であ

ると言えよう。 
	 ここで、本題からは外れるが、

これらの発表者は、Dybalが生
産会社 Monsantoに、Parente
はエンジ会社Fluorに所属して
いた。 
まず、Monsantoという企業

名は承知していたが、技術開発
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に長けた企業とは思っていなかったので、意外な感じがした。次に、Fluorについては、こ
のような明確な「評価基準」に遭遇したことがなかったので、流石「エンジ会社」と深く感

銘を受けた。 
さらに、幾つかの「交差点」の事例を挙げていく。まず、生産企業モデル(ISO(1990)4)を

図 1に示す。 

図 1 生産企業モデル 
この図 1には、明確に「経営・管理」、「財務」

と「マーケティングと販売」が挙げられている。

しかも、この「マーケティングと販売」は「研究

開発」と「製品設計と生産技術」に関係づけられ

ている。まさに、技術とビジネスが交差している

どころか、統合されていると言えよう。 
次に、著名な製造実行システム(MES: Manu-	

facturing Execution System)(Williams(1992)5)
を図 2と表 3に示す。 
この機能階層図の「レベルー4」に「ビジネス

プランニング&ロジスティクス」と明記されて
いる。まさに、この階層が「技術とビジネスの交

差点」になっている。 
また、これは CIM(Computer Integrated Man	

-ufacturing)を目指したといわれていることか
ら、「生産技術」と「IT」との「交差点」にな 

図 2 製造実行システム	        ってるとも言えよう。 

レベルー4

レベルー3

レベルー2,1,0

ビジネスビジネスプランニング&ロジスティ クス

プラ ント 生産スケジューリング

オペレーショ ナルマネジメ ント 他

製造製造製造オペレーショ ン＆制御

実行生産、 詳細生産スケジュー

リ ング、 信頼性保証他

バッ チ

制御

れ連続

制御

ででぃディ スクリ

ート 制御

　財務方針 予算
製品

生産方針

販売予測 生産状況

マーケティング方針 注文 出荷状況

購入指示 出荷指示

技術情報 部品構成表 製品情報

技術情報
製品

保全要求
原材料部品 廃棄物

調達リソース 保全

生産状況

製造現場 出荷
製品設計と生産技術

廃棄物処理
保全

調達 リソース管理

経営・管理 財務

研
究
開
発
方
針

マーケティング
と販売

生産管理
（品質、コスト、納期）

研究開発



3 
 

表 3 インテグレーションレベル	 	 	 	 さらに、図 1「生産企業モデル」にはない 
「ロジスティクス」が取り上げられている。 
	 また、このMESは、「意思決定と制御階層」
(Wikipedia(2019)6)であるとしている。 
これらのことと「インテリジェンスデバイ

ス」を考え合わせると、まさに現在の IoT／
AI時代の到来を予想していたかのようにも思われる。 
そして、このMESのほぼ 10年後に IoT時代の幕をあげたのは、2013年に発表し、引き

続いて 2015年にその研究ロードマップを発表した「インダストリー4.0」である。その研究
ロードマップを図 3に示す。 

	 	 	 	 	 	 	 図 3 インダストリー4.0研究ロードマップ 
	 この図 3 と図 2 を比較すると、後者のレベル-4 階層が「バリューネットワークを横断す
る水平統合に拡張され、レベル‐0からレベル‐3階層が「生産システムのネットワーク化
と垂直統合」に統合されている。 
	 さらに、「バリューネットワークを横断する水平統合」の中に「新ビジネスモデルのため

の方法」が挙げられている。まさに、ここにも「交差点」を見出すことができる。 
	 しかし、どちらかというと意図したわけではなかろうが、B2B ビジネスに焦点を当てて
いた「インダストリー4.0」の研究からではなく、米国から「新ビジネスモデルのための方
法」が発表された。 
	 それは、Osterwalder & Pigneur (2010)7の「ビジネスモデル・ジェネレーション－ビジ

ネスモデル設計書」である。その設計のための「ビジネスモデルキャンバス」を図 4に、こ
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の「キャンバス」の各ブロック／分野の

意味／内容を表 2に示す。 
	 まず、「技術とビジネスの交差点」を示

すものは、7.主要活動の「製造」と 9.コ
スト構造の「固定コスト」「変動費」「規

模の経済」である。 
	 このような「項目」の数だけで、事柄 

 	 	 	 図 4 ビジネスモデルキャンバス	 	 	 	  の重要性を判断するのは意味がないの 
	 	 	 表 2	 キャンバスの各ブロックの意味	 	 はいうまでもないが、「ビジネス」の要素 

／内容の多様性には、あら

ためて驚かされる。 
	 となると、このような内

容をどのようにして纏める、

すなわち「ビジネスモデル」

を設計するにはどうするか

が問題である。 
	 これは、いうまでもなく、

プロジェクトエンジニアリ

ング／マネジメントの問題

であるが、しかしそうはい

っても、この分野は、プロセ

スプラントを原点とするエ

ンジニアリング／マネジメ

ントであり、たとえそれが、

ソフトウェアプロジェクト

マネジメント、あるいはエ

ンタープライズプロジェク

トマネジメントなどに発展

していてもである。 
	 事実、ごく最近まで、情報

システムプロジェクトの

QCD成功率は、どの国でも
3割程度であった。 
	 仮に、Osterwalder らが
言うように、この「キャンバ

ス」で「ビジネスモデルのプ
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ロトタイプ」をつくり、市場に投入しつつ、ビジネスモデルにつくり上げていけばよいかも

知れないが、それを的確に実現には何らかの「ビジネスアセスメント」方法を必要とするこ

とになろう。 
また、例えば、ビ

ジネスモデルを構

築するに当たって

は、図 5 に示す商
流・物流（石油化学

協会(2007)8）のど

こに位置づけるか

により、何らかの 
前提／制約を受け 
ることになろう。 

図 5 化学業界ビジネスアーキテクチャ          たとえ、それらの前提／制約 
表 3 活動別配置・調整問題             を否定するものであってもである。 

また、グローバル時代を迎え、

表 3 に示す「活動別配置・調整問
題 (Porter(1986)9)の重要性が高
まっている。 
そして、あらためていうまでも

なく、ここにも「交差点」が存在

しているし、それに伴う商流・物

流問題の解決も重要な課題であ

る。特に、最近の経済圏の協調と

分断が併存する状況下では、なお

さらである。 
また、気候変動による災害の大

型化と高頻度化も看過できない

状況にある。 
あらためて、表 4に示す Ulrich 

& Probst(1991)10（筆者(2019)11）

の「システムの体系的分類」に示されている「社会システム」、すなわち「企業システム」

の「生態系」と「技術システム」への「対峙方」、すなわち「技術とビジネスの交差点の渉

り方」を賢く考えて、Osterwalderら(2010)（前出）のいう「主要活動」を実現し、この我々
の社会に豊かで持続性のある文化と自然を実現していきたいものである。 
ただし、Ulrichらの著書と同時発刊の Cyberspace-First Steps (Benedikt(1991)12)が予 
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	 	 	 	 	 	 表 4表 5 システムの体系的分類                   期したように、Osterw 
-alderのビジネスモデ
ルジェネレーション

の主要活動に、製造と

一緒に、フラットフォ

ーム／ネットワーク

が併記される時代を

迎えている。Ulrichら
が言う「技術システム」

は様変わりしている

のではなかろうか。 
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